
申告書の書き かた

収　 入　 金　 額 給 与 所 得 控 除 額

●給与所得の計算方法

給与の収入金額から 給与所得控除額を 差し 引いて

給与所得の金額を算出し ま す。実際の計算は、所得

税と 同様、簡易給与所得表によ り 給与所得金額を

求めま すが、概算は右の表で計算でき ま す。なお、所

得金額調整控除（ 詳細は下記）の適用がある 場合は、

その控除額を差し 引いて給与所得を算出し ます。

1，625，000円以下
1，625，000円超　 1，800，000円以下
1，800，000円超　 3，600，000円以下
3，600，000円超　 6，600，000円以下
6，600，000円超　 8，500，000円以下
8，500，000円超 

550，000円
収入金額×40％－　 100，000円
収入金額×30％＋　 80，000円
収入金額×20％＋　 440，000円
収入金額×10％＋1，100，000円
1，950，000円

●住所

　 　 令和 6 年１ 月１ 日現在の住所を 記入し てく ださ い。

　 　 転居さ れた方は現住所も 記入し てく ださ い。

　 　 アパート 、 ○○方ま でく わし く 記入し てく ださ い。

●氏名

　 　 フ リ ガナを 必ず記入し てく ださ い。

　 　 生年月日を 記入し てく ださ い。

●現在の勤務先、 職業

　 　 現在の職業を 具体的に記入し てく ださ い。（ 食料品小売り 、 大工など ）

　 　 勤めている 場合は、 会社名又は事業所名を 記入し てく ださ い。

　 　 自営業で屋号がある 場合は、 屋号も 記入し てく ださ い。

●個人番号（ マイナンバー）

　 　 あなたの個人番号を 記入し てく ださ い。

　 　 申告書を 提出さ れる 際、 本人確認書類が必要です。 本人確認書類と は、 申告

書等に記載さ れた個人番号が正し い番号である こ と の確認書類（ 番号確認） と 、

申告書等を 提出する 者が番号の正し い持ち主であ る こ と の確認書類（ 身元確

認） のこ と を 言いま す。 マイ ナン バーカード を お持ちの方は、 マイ ナン バーカ

ード のみで本人確認が可能です。

　 ・ 本人確認書類の例

※申告書を 郵送さ れる 場合は書類の写し を 同封し てく ださ い（ 被保険者証に記

載のある 被保険者等記号・ 番号等は黒塗り し てく ださ い）。

１ 　 所得金額

○令和５ 年１ 月１ 日から 12月31日（ 文中では「 ５ 年中」 と いいま す。） ま での１ 年間

について計算し て記入し てく ださ い。

○収入金額…５ 年中に得た収入の確定し た金額を記入し てく ださ い。

○必要経費…５ 年中に収入を得る ために要し た費用を記入し てく ださ い。

　 　 　 　 　 　 生活費など は含ま れま せん。

○所得の種類

　 ※　 遺族年金、 障害年金、 雇用保険及び児童手当（ 旧子ど も 手当）等は非課税所得で

すので、 上記に含める 必要はあり ま せん。

…小売業、 飲食店業、 建設業、 修理業、 サービス 業など、 いわゆる 営業

から 生ずる 所得や保険外交員、 集金人、 塾の経営者、 音楽個人教授

などの職業から 生ずる 所得。 申告書裏面の計算書も 記入し てく ださ い。

…農作物の生産、 果樹など の栽培、 家畜の飼育など から 生ずる 所得。

収支内訳書を添付し てく ださ い。

…地代、 家賃など の所得。 申告書裏面の計算書も 記入し てく ださ い。

…法人から 受ける 利益の配当及び剰余金の分配等によ る 所得。

…給与、 賃金、 賞与などの所得。 下欄の「 給与所得の計算方法」 を参照

し てく ださ い。 なお、 源泉徴収票のない方は、 申告書裏面の計算書も

記入し てく ださ い。

…①公的年金等

　 国民年金法、 厚生年金保険法、 各種共済組合法等に基づいて支給

さ れる 年金及び恩給。（ 企業年金も 含みま す。） 下欄の「 公的年金等

の所得金額の計算方法」 を参照し てく ださ い。

②業務

　 原稿料、 講演料又はネッ ト オーク ショ ン など を利用し た個人取引

若し く は食料品の配達など の副収入によ る 所得。

③その他

　 生命保険の年金（ 個人年金保険）、 互助年金などの上記以外のも の

によ る 所得。

…車輌、 機械、 船舶等の譲渡から 生ずる 所得。 特別控除は50万円ま で

認めら れていま す。 譲渡資産の保有期間が５ 年以内であったも のは

「 短期」、 ５ 年を超える も のは「 長期」 と なり ま す。

…賞金、 懸賞当選金、 競馬、 競輪の払戻金、 生命保険契約に基づく

一時金など の所得。 特別控除が50万円ま で認めら れていま す。

営 業 等 所 得

農 業 所 得

不 動 産 所 得

配 当 所 得

給 与 所 得

雑 　 所 　 得

総合課税の譲渡

一 時 所 得

２ 　 所得控除

●16歳未満の扶養親族

平成20年１ 月２ 日以降生ま れの扶養親族（ ０ 歳から 15歳ま で） の方について、 氏名、

生年月日等必要事項を記入し てく ださ い。

なお、 16歳未満の扶養親族の方は扶養控除の対象と はなり ま せんが、 市民税・ 県民税

の計算（ 非課税限度額など ） の際には扶養親族に含ま れま す。

受給者の年齢
公的年金等の収入額

（ Ａ ）

公的年金等に係る 雑所得以外の所得金額

1,000万円超2,000万円以下1,000万円以下 2,000万円超

（ 　 　 　 ）
65歳未満

S34.１ .２ 以降
生ま れ

●公的年金等の所得金額の計算方法

130万円未満
130万円～　 410万円未満
410万円～　 770万円未満
770万円～1,000万円未満
1,000万円以上

（ A ）－60万円
（ A ）×75％－　 27万5千円
（ A ）×85％－　 68万5千円
（ A ）×95％－145万5千円
（ A ）－195万5千円

（ A ）－50万円
（ A ）×75％－　 17万5千円
（ A ）×85％－　 58万5千円
（ A ）×95％－135万5千円
（ A ）－185万5千円

（ A ）－40万円
（ A ）×75％－　 7万5千円
（ A ）×85％－　 48万5千円
（ A ）×95％－125万5千円
（ A ）－175万5千円

（ A ）－110万円
（ A ）×75％－　 27万5千円
（ A ）×85％－　 68万5千円
（ A ）×95％－145万5千円
（ A ）－195万5千円

（ A ）－100万円
（ A ）×75％－　 17万5千円
（ A ）×85％－　 58万5千円
（ A ）×95％－135万5千円
（ A ）－185万5千円

（ A ）－90万円
（ A ）×75％－　 7万5千円
（ A ）×85％－　 48万5千円
（ A ）×95％－125万5千円
（ A ）－175万5千円

330万円未満
330万円～　 410万円未満
410万円～　 770万円未満
770万円～1,000万円未満
1,000万円以上

●事業専従者（ 申告書裏面に記入し てく ださ い。）

あなたと 生計を一にする配偶者やその他の親族（ 年齢15歳以上に限る ） であなたが経営

する 事業（ 営業等、 農業、 不動産貸付業、 林業） に従事した期間が１ 年を通じ６ ヵ月を超

える方をいいます。 事業専従者控除額は次のう ちどちらか少ない方の額です。

①　 50万円（ 配偶者については86万円）

②　（ 事業所得＋不動産所得＋山林所得）÷（ 事業専従者数＋１ ）

番号確認書類

身元確認書類

・ 通知カード（ 記載内容に変更のないも の）
・ マイ ナンバーが記載さ れた住民票の

写し 又は住民票記載事項証明書
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 のう ち1つ

・ 運転免許証　 ・ 身体障害者手帳

・ 公的医療保険の被保険者証

・ パス ポート 　 　 　 　 など のう ち1つ

＋ もしくは マイナンバーカード
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…あなたやあなたと 生計を 一にする 配偶者やその他の親族が負担する こ

と になっ ている 社会保険料（ 国民健康保険、 介護保険、 後期高齢者医

療保険、 国民年金等） をあなたが５ 年中に支払った場合。

…独立行政法人中小企業基盤整備機構と の第一種共済契約の掛金や心身

障害者扶養共済の掛金、 確定拠出年金法の企業型・ 個人型年金加入者

掛金をあなたが５ 年中に支払った場合。

…受取人があなたやあなたの配偶者又は親族と なっ ている 生命保険契約

等の保険料や掛金をあなたが５ 年中に支払った場合。

・ 新生命保険料の計…H24.１ .１ 以後契約締結したものの支払い額の計

・ 旧生命保険料の計…H23.12.31以前契約締結したものの支払い額の計

　 個人年金給付を 内容と する 個人年金保険契約等の保険料や掛金を あな

たが５ 年中に支払った場合。

・ 新個人年金保険料の計…H24.１ .１ 以後契約締結したものの支払い額の計

・ 旧個人年金保険料の計…H23.12.31以前契約締結したものの支払い額の計

　 介護保障や医療保障を 内容と する 生命保険契約等の保険料又は掛金を

あなたが５ 年中に支払った場合。

・ 介護医療保険料の計…H24.１ .１ 以後契約締結したものの支払い額の計

…あなたやあなたの配偶者又は親族が所有し ている 家屋又は家財につい

ての地震保険や火災保険、 損害保険の保険料や掛金を あなたが５ 年中

に支払った場合。

…あなたやあなたの配偶者、 その他の親族（ 配偶者控除、 同一生計配偶

者の対象と なる 方や扶養親族である 方） が障害者に該当する 場合。

…令和５ 年12月31日現在、 あなたが次のいずれかに該当する 場合。

①夫と 死別・ 離婚し た後、 婚姻し ていない方又は夫が生死不明の方で、 扶

養親族（ 子を除く ） がおり 、 ５ 年中の合計所得金額が500万円以下の方。

②夫と 死別し た後、 婚姻を し ていない方又は夫が生死不明の方で、 ５

年中の合計所得金額が500万円以下の方。

…令和５ 年12月31日現在、 婚姻し ていない方（ 事実婚除く ） 又は配偶者

が生死不明の方で、 生計を 一にする 子（ ５ 年中の総所得金額等が48万

円以下） がおり 、 ５ 年中の合計所得金額が500万円以下の方。

　 ※婚姻歴・ 性別問わず

…あなたが勤労学生で、 ５ 年中の合計所得金額が75万円以下で、 し かも

自分の労働によ ら ない所得が10万円以下の場合。

…あなたに生計を 一にする 配偶者があり 、 配偶者の５ 年中の合計所得金

額が133万円以下である 場合（ 氏名、 生年月日、 ５ 年中の合計所得金額

等必要事項を記入し てく ださ い。 事業専従者の方は該当し ま せん） 。

　 ま た、 生計を一にする 配偶者の５ 年中の合計所得金額が48万円以下で、

あなたの５ 年中の合計所得金額が1,000万円を 超える 場合は、 「 同一生

計配偶者（ 控除対象配偶者を除く ） 」 の欄にチェ ッ ク をし てく ださ い。

…令和５ 年12月31日現在（ 年の途中で死亡の場合は死亡し た日）、 あ な

た と 生計を 一にし 、 ５ 年中の合計所得金額が48万円以下であ る 扶養

親族の方のう ち 、 平成20年１ 月１ 日以前に生ま れた （ 16歳以上の

方） 控除対象扶養親族であ る 場合。（ 氏名、 生年月日等必要事項を

記入し てく ださ い。 事業専従者の方は該当し ま せん｡）

　 ※扶養控除の額は、 生年月日又は同居の別によ り 異なり ま す。

…あなたやあなたと 生計を一にする 配偶者やその他の親族が５ 年中に災害、

盗難、 横領によ り 住宅や家財など に損害を受けた場合。 （ 災害や盗難、

横領に関する 証明書を添付又は提示）

…あなたやあなたと 生計を 一にする 配偶者やその他の親族のため５ 年中

に支払っ た医療費が一定額以上ある 場合。 （ 医療費控除の明細書の添

付）

　 又は、 ５ 年中に健康の保持増進及び疾病の予防と し て一定の取組を 行

っ た方が、 ５ 年中にあなたやあなたと 生計を 一にする 配偶者やその他

の親族に係る 特定一般用医薬品等購入費を 支払い、 その額が一定以上

ある 場合【 医療費控除の特例】 。 （ セルフ メ ディ ケーショ ン 税制の明

細書の添付）

社会保険料控除

小規模企業共済

等 掛 金 控 除

生命保険料控除

地震保険料控除

障 害 者 控 除

寡 婦 控 除

ひと り 親控除

勤労学生控除

配偶者（ 特別）控除

同一生計配偶者

扶 養 控 除

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

（ 　 　 　 ）
65歳以上

S34.１ .１ 以前
生ま れ

１ 　 子ど も ・ 特別障害者等がいる 方等の所得金額調整控除

　 ⑴　 適用対象者

　 給与等の収入金額が850万円を 超え、 本人が特別障害者に該当する 方又は、 年齢23歳未満の扶養親族がいる 方

又は、 特別障害者である 同一生計配偶者又は扶養親族がいる 方

　 ⑵　 所得金額調整控除額

　 　 給与等の収入金額（ 1,000万円超の場合は1,000万円）－850万円×10％＝控除額

　 　 ※必ず対象の扶養親族等を裏面の「 所得金額調整控除に関する 事項」 に記載し てく ださ い。

２ 　 給与所得と 年金所得の双方ある 方に対する 所得金額調整控除

　 ⑴　 適用対象者

　 ５ 年中の給与所得額と 公的年金等所得額があり 、 その合計額が10万円を超える 方

　 ⑵　 所得金額調整控除額

　 　｛ 給与所得額（ 10万円超の場合は10万円）＋公的年金等所得額（ 10万円超の場合は10万円）｝－10万円＝控除額

●所得金額調整控除について（ 以下の１ 又は２ に該当する場合は、 給与所得の金額から控除額を控除する）


